
 かんぽ生命保険の千田でございます。本日は、かんぽ生命の決算・経営方針

説明会にご参加いただき、ありがとうございます。
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 本日は、3部構成でご説明いたします。はじめに、2022年度の振り返りおよ
び今後の経営戦略を私千田から、続いて資産運用を専務執行役の立花から、

最後に業績・株主還元を常務執行役の大西から、ご説明いたします。

 その後、みなさまからのご質問を頂戴したいと思います。

 それでは、2ページをご覧ください。
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 本日お伝えしたいポイントは、大きく3点ございます。
 第1は、営業の回復についてです。
 2022年度の新契約は緩やかな回復となりましたが、2023年度に入り、足許
の新契約は月額保険料ベースで前年度比93.3％増加と、これまでの取り組み
の効果は確実に現れてきております。

 今後も、各拠点・各コンサルタントの課題を把握して改善するPDCAを早く
回し、新契約の更なる回復を目指してまいります。

 第2は、今後の経営戦略についてです。
 2023年度は、営業の回復に加えて、個々のコンサルタントの能力や成長の
見える化による育成・評価、マーケットに応じた人的リソース配分などを通

じて営業力の底力をつけることで、更なる成長を目指してまいります。

 あわせて、コストの削減を進め、これまで保険金支払等の事務処理業務を中

心に行ってきたサービスセンターについて、CXを向上させる組織への変革
を図るとともに、これらの戦略を支える人的資本への投資を積極的に実施し

てまいります。

 第3は、資産運用および株主還元についてです。
 資産運用については、直近の市場環境を踏まえ、慎重な対応を基本としつつ、

局面に応じて機動的な対応を実施してまいります。

 また、資本の評価基準として、新たにESRターゲットレンジを設定いたしま
した。

 今後は、適正水準の安定的確保を目指しつつ、引き続き中計期間中の株主還

元方針に基づく還元を実施してまいります。

 4ページをご覧ください。
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 2023年3月期決算について、サマリーをご説明いたします。
 2023年3月期は、新型コロナウイルスの感染拡大に係る保険金支払の増加、
加えて、主に有価証券の売却損の増加によりキャピタル損益が悪化しました

が、これらの影響につきましては、危険準備金と価格変動準備金により中立

化し、当期純利益は976億円となりました。
 EVは、海外金利上昇に伴う外国債券の含み益の減少等により、前期末から

4.3%減少し、3兆4,638億円となりました。
 また、1株当たり配当金については、当初予想通り92円といたします。
 2024年3月期の業績予想につきましては、後ほどご説明いたします。
 5ページをご覧ください。
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 2021年5月に公表した2021年度から2025年度までの中期経営計画における
主要目標の進捗状況についてご説明いたします。

 連結当期純利益、一株当たり配当額の進捗については堅調に推移しておりま

すが、新契約の回復が想定を下回って推移したことから、保有契約件数、

EV成長率の進捗は厳しい状況となっております。
 お客さま満足度やNPSの評価は、前年度と比較して向上しておりますが、引
き続き向上を目指すとともに、営業回復に向けた取り組みが重要であると認

識しております。

 6ページをご覧ください。
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 2022年度の振り返りと評価についてご説明いたします。
 2022年度は、新しいかんぽ営業体制に滞りなく移行し、営業の回復に向け
て、新たな体制の早期定着に取り組んでまいりました。

 また、2022年4月の医療特約の改定をはじめとして、10月に更新制度を導入
し、2023年4月には学資保険を改定するなど、着実に保険サービスの充実を
図ってまいりました。

 2022年度の新契約は緩やかな回復にとどまりましたが、2023年4月の新契約
は、これまでの取り組みの効果が現れ、月額保険料ベースで前年同期比

93.3％増となり、フロントの空気が2022年度とは明らかに変わってきている
と感じております。活動の状況については後ほどご説明いたします。

 このほか、ビジネスモデル改革に向けたCX向上の施策、社会課題の解決に
向けた新サービスについては、順調に進捗しております。

 7ページをご覧ください。
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 ここからは、2023年度の経営戦略についてご説明いたします。
 2023年度は、「営業の回復に向けた取組み」、「営業力の底力をつける取
り組み」、「ビジネスモデルの改革」を柱として掲げ、これらの戦略を支え

る人的資本への投資を積極的に行うことで、当社の企業価値を高める基盤を

確立してまいります。

 戦略の具体的な内容については、次のページ以降でご説明いたします。

 8ページをご覧ください。
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 まず、営業の回復に向けた取り組みについて、ご説明いたします。

 2023年度に入り、営業の活動状況に関する件数は、いずれも前年度から増
加しております。

 将来を展望できる兆しが見え始めていますが、前向きにお客さまに向き合い、

ご提案できる拠点が増加している一方、マインドが盛り上がらない拠点があ

るなどばらつきが大きい状況です。

 フロントと本社がコミュニケーションを密にとって、各拠点・各コンサルタ

ントの課題を把握して改善するPDCAを早く回し、営業実績の中位層を中心
に、全拠点の更なる底上げを図ることで、営業の早期回復を図ってまいりま

す。

 9ページをご覧ください。
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 営業力の底力をつける取り組みについてご説明いたします。

 2023年度は、コンサルタントの人材育成における共通の基準であるグレー
ド制度の導入と、営業組織の改編を行います。

 グレード制度では、コンサルタントのお客さまとの信頼関係を築く能力や成

長度合いを見える化し、人材育成・インセンティブなどに活用してまいりま

す。

 また、本社の営業部門の機能を強化するために組織を再編するとともに、フ

ロントと本社がよりコミュニケーションを密にとれる、直営モデルに適した

営業体制へと移行いたします。

 こうした取り組みにより、多くの中位層を創出するとともに、各拠点の営業

力を見える化し、マーケットに応じた人的リソースの配分を実施することで、

確実に中長期的な営業の底力をつけ、更なる成長につなげていきたいと考え

ております。

 10ページをご覧ください。
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 続いて、世代をつなぐ戦略と職域営業の活性化についてご説明いたします。

 今年４月に、戻り率が100％を超えるなどの改定を行った学資保険の販売を
開始いたしました。

 2023年度は、学資保険や更新制度を利用して、世代をつなぐことをしっか
りと認識した活動を継続して行うとともに、日本郵政グループに関わりのあ

る企業との関係構築など、職域営業を活性化していくことで、青壮年層の開

拓を進めてまいります。

 また、商品面においても、今後、資産承継ニーズ、要介護・就業不能に備え

るニーズにお応えする商品や、健康寿命延伸に貢献する商品など、あらゆる

世代の保障ニーズにお応えする商品の開発を進め、顧客基盤の拡大を図って

まいります。

 11ページをご覧ください。
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 ここからは、ビジネスモデルの改革についてご説明いたします。

 当社はCXを最優先とするビジネスモデルの改革に向け、DXによるサービ
ス・業務変革およびコスト削減を推進しております。

 顧客ロイヤルティを測る指標であるNPSスコアは、2022年度始において、
募集品質問題前の水準まで回復しております。

 今後、CX向上に向けた各種取り組みのさらなる推進により、NPSスコアの
上昇を実現するだけでなく、顧客基盤の拡大および収益力の向上を目指して

まいります。

 12ページをご覧ください。
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 続いて、サービスセンター業務の変革についてご説明いたします。

 これまでサービスセンターの業務内容は、新契約の引受審査、保険金の支払

査定などの定型的な事務処理が中心でしたが、今後はDXの推進により、業
務量を半減させ、これにより生じた1,200人相当の労働力をお客さまサポー
ト業務に再配置し、サービスセンターを、CXを向上させる組織へと変革い
たします。

 これまでお客さまとの接点がなかった社員もお客さまと関わる機会を持つこ

とができ、付加価値の提供機会が拡大することが想定され、CXの向上、更
には顧客基盤の拡大につながると考えております。

 また、今後、支店等の拠点においても内務事務の効率化を進め、業務量の削

減に取り組んでまいります。

 13ページをご覧ください。
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 ここでは、新たなサービスの創出についてご説明いたします。

 当社は、超高齢社会における相続・終活等に関する社会課題を解決するため、

生命保険サービスとあわせて、お客さまの生活に寄り添う新サービスの提供

に取り組んでおります。

 新サービスの提供により、お客さまからの信頼を拡大し、保険ビジネスの成

長につなげてまいります。

 14ページをご覧ください。
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 人的資本経営についてご説明いたします。

 当社は、人的資本への積極的な投資を行うことで、企業価値の源泉となる

「人」の成長の促進に精力的に取り組んでおります。

 これらの取り組みにより、社員のエンゲージメントを向上させて、当社の企

業価値を高める基盤を構築してまいります。

 次の資産運用のご説明に入る前に、私から一言申し上げます。

 ご案内のとおり、私は、6月に開催予定の定時株主総会後に退任し、次期社
長の谷垣氏にバトンを渡します。

 今ご説明いたしました経営の方針と取り組みは、谷垣次期社長のもとでも変

わることはございません。引き続き、当社の再生と成長にご期待ください。

 それでは、続けて、専務執行役の立花から資産運用についてご説明いたしま

す。
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 専務執行役の立花でございます。

 ここからは、資産運用についてご説明いたします。

 16ページをご覧ください。
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 左の表は、収益追求資産の残高、および、総資産に占める割合をお示しして

おります。

 当社は、ALMを基本としつつ、リスク許容度の範囲で、株式・外国債券など
収益追求資産への投資を拡大しております。

 2023年3月末の株式・外国債券などの収益追求資産の残高は約9.8兆円、総資
産比で15.7％となりました。

 その結果、2023年3月期決算では、1.85%の利子利回りを達成し、940億円
の順ざやを確保いたしました。

 なお、586億円の為替に係るヘッジコストと638億円のキャピタル損が発生
しておりますが、これらに対しては価格変動準備金の取り崩しにより中立化

しております。

 17ページをご覧ください。
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 左の表は、欧米の政策金利と消費者物価上昇率の推移を示しております。

 欧米では物価上昇に伴う金融引き締め政策が行われ、海外金利およびヘッジ

コストが急激に上昇しております。

 海外金利とヘッジコストの上昇を踏まえ、ヘッジ外債の残高を2023年3月期
には1.4兆円削減いたしました。

 18ページをご覧ください。
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 オルタナティブ投資については、投資先の多様化と体制整備を進めるなかで、

リスク許容量と投資機会に応じて段階的に残高を積み上げる方針を継続して

おります。

 中期経営計画でお示しした、オルタナティブ資産の残高目標については、前

倒しで達成する見込みとなっております。

 また、昨年6月に三井物産と業務・資本提携を結び、10月に両社の協業を目
的として設立された新会社への資本参加を行いました。

 この業務・資本提携を契機として、三井物産との間で、更なる協業戦略につ

いても積極的に協議し、新たな投資機会の創出に務めてまいります。

 19ページをご覧ください。
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 足元の運用状況と2024年3月期の運用方針についてお示ししております。
 先ほど申し上げたように、ヘッジ外債の残高を削減していくなかで、相対的

妙味が高まる状況での円金利資産への投資を検討しております。

 また、オープン外債の残高についても削減し、全体の為替エクスポージャー

をコントロールしていくなかで、オルタナティブ資産への段階的な投資を実

施してまいります。

 株式については、当面は警戒的なスタンス継続をしつつ、相対的に投資妙味

のある日本株を中心に、株価の下落局面では残高の積み増しを行うなど、機

動的に対応する方針です。

 20ページをご覧ください。
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 当社は、「Well-being向上」、「地域と社会の発展」、「環境保護への貢
献」を重点取組テーマとしてESG投資を推進しております。

 「気候変動」をはじめ「人権」「人的資本」「自然資本」等各種サステナビ

リティ課題への対応や、社会課題の解決に向けたインパクト志向の投資等を

通じ、質の高い責任投資活動を実現してまいります。

 以上で、私からの説明を終わります。

 21ページをご覧ください。
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 常務執行役の大西でございます。

 ここからは、業績・株主還元についてご説明いたします。

 22ページをご覧ください。



 当期純利益の実績と予想についてご説明いたします。

 2022年度は、新型コロナウイルス感染症に係る保険金支払等が増加したも
のの、危険準備金の超過繰入額の縮小により一部中立化する取り扱いを実施

いたしました。

 加えて、運用環境が好転したことにより、資産運用収益が増加したほか、営

業の回復が想定よりも緩やかであったことから事業費が減少したため、当期

純利益は、当初予想から266億円増加し、976億円となりました。
 2023年度は、新型コロナウイルス感染症に係る損失影響が減少する一方で、
保有契約の減少等を見込んでおり、当期純利益は2022年度から256億円減少
し、720億円を見込んでおります。

 23ページをご覧ください。
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 続いて、株主還元方針についてご説明いたします。

 中計期間における株主還元方針について、これまでにお示しした方針から変

更はございません。

 2023年3月期の配当については、当初予想通り1株当たり92円を実施いたし
ます。

 また、2024年3月期の株主還元については、1株あたり配当94円とする予定
です。

 なお、2022年3月期の利益還元として、2023年3月期に約350億円の自己株
式取得を実施いたしました。

 24ページをご覧ください。
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 ここでは、ESRの状況をグラフでお示ししております。
 2023年3月末のESRは、国内金利および海外金利の上昇、保有契約の減少等
によって、資本量と統合リスク量がともに低下した結果、2022年3月末から
上昇し172%となりました。

 25ページをご覧ください。
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 この度、ESRの適正水準とその水準に応じた経営行動を設定いたしました。
 資本水準の格付目安を念頭に、A格以上の資本水準を確保するとともに、中
長期的にAA格相当の資本水準を目指すことから、適正水準を150~220%に設
定しております。

 なお、先ほどお示ししたとおり2023年3月末のESRは172％と、この適正水
準の範囲内にございます。

 今後も、適正水準の安定的確保を目指し、ESRの向上策として、新契約の回
復を加速させるとともに、金利スワップの実施に加えて、負債性資本の調達

および再保険による出再を検討してまいります。

 26ページをご覧ください。
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 最後に、当社の資本収益性と市場評価についてご説明いたします。

 2023年3月期のROEは4.1%、RoEVは中計目標6～8%に対して3.1%にとど
まっております。

 また、2023年3月期のPBRは0.35倍、EV倍率は0.24倍と、当社の株価は市場
からの評価を十分に得られていない状況にあると認識しております。

 今後は、新契約価値をプラスに反転させ、RoEVを高めていくことにより、
市場評価の向上を目指してまいります。

 以上で、私からの説明を終わります。

 ご清聴いただき、ありがとうございました。
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